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１．町財政の現状 

 緩やかな景気の回復傾向が続いているものの、地方財政を取り巻く環境は、依然厳しい

状況が続いています。歳入においては、景気の低迷や労働人口の減少により、住民税の伸

びは期待できないばかりか、評価替えに伴う課税標準額の下落による固定資産税の減収に

より、町税である自主財源は減少の一途をたどっています。また、町の歳入の半分近くを

占める地方交付税は、平成 27年度から段階的に合併算定替による保障率が減少し、平成 32

年度から一本算定へと移行します。その影響額は平成 25年度対比で約 5億円の減収が想定

されています。一方歳出においては、高齢化の進行により、医療福祉の充実に対する住民

ニーズが増え、社会保障費の増加が見込まれます。また、小中学校の跡地利用や老朽化し

た公共施設等の更新など大規模な事業が想定されます。今後の行政運営に必要な経費は多

大であり、町財政に対する不安は増大しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 当町の財政状況 
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２．財政構造の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当町における平成 17 年度から平成 25 年度までの、性質別歳入歳出決算は表１のとおり

です。これにより、今後の財政状況について財政分析を行いました。 

 通常市町村の行政運営の基本的な経費を計上した会計を一般会計と称しますが、この一

般会計は、市町村によって網羅する範囲が違うため、単純な合算比較ができません。そこ

で、市町村共通の基準による統計上の会計区分を設定することで、比較可能とするために

作られるのが普通会計です。 

 当町の場合、一般会計と住宅改修資金等貸付事業特別会計を合算し、さらに会計間での

繰入・繰出を調整したものを、普通会計として扱っています。以下、普通会計で分析して

います。 

 なお、推計にあたっては、歳入は厳しく歳出は甘く見込んでいます。 

表１ 性質別歳入歳出決算の推移（普通会計） 
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（１）普通会計決算額の実績と今後の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 17 年度から平成 25 年度までは決算額ですので、歳入が歳出を上回っています。歳

入と歳出の差額は、剰余金の処分として財政調整基金や減債基金に積み立てしたり、一部

を剰余金として次年度に繰り越ししたりしています。 

市町村の一般財源の規模を示す標準財政規模を約 10 億円超える歳出決算となっており、

これは町単独事業が多いことを表しています。 

 平成 21 年度以降は国による経済対策が行われたこと、平成 24 年度以降は統合小中学校

の本体工事が本格化したことにより、歳入歳出ともに決算額が増加しています。 

 平成 27 年度以降は、歳出削減できなければ、あるいは新たな財源を確保できなければ、

毎年歳出が歳入を上回ることが予想されますので、この不足する財源を基金からの繰入金

で対応しなければなりません。その場合、平成 27 年度から 35 年度までの 9 年間で新たに

約 29億円の基金繰入金が必要となります。 

 次に、歳入・歳出別に分析します。 

歳入に対して歳出が上回って
いる。不足分を基金繰入金でま
かなう。 
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（２）歳入決算額の実績と今後の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 表中、「個人」は個人住民税、「法人」は法人住民税、「固定」は固定資産税、「その他」

は軽自動車税とたばこ税の合計です。「比率」は歳入全体に占める町税の割合を示して

います。 

  

町税は最も大切な自主財源です。税源移譲により増加した時期もありますが、全体とし

て減少傾向にあります。住民税は、人口減少や景気の悪化による影響で、今後も減少傾向

が続くと見込んでいます。また、固定資産税は、課税標準額の下落等により、今後も減少

傾向が続くと見込んでいます。平成 27年度以降は、地方交付税の減少等、町全体の収入が

減っていくと見込まれる中で、町税の占める割合は高くなることが予想され、一層自主財

源（町税）の確保が重要になってきます。 
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※ 表中、「普通」は普通交付税、「特別」は特別交付税です。「比率」は歳入全体に占める

地方交付税の割合を示しています。地方交付税は、普通交付税と特別交付税に分かれ、

現在、地方交付税の 94％が普通交付税、6％が特別交付税という交付割合になっていま

す。 

※ 平成 27年度以降の地方交付税は、町独自で行った推計値の 97％を収入見込額としてい

ます。（3％相当分は約 1億円） 

  

特別交付税は、平成 17 年度以降大きな変動は見られませんが、平成 28 年度以降におい

て、交付割合が現在の 6％から段階的に 4％まで引き下げられる予定であるため、今後減少

していくものと見込んでいます。 

 普通交付税は、合併算定替により保障されており、平成 21年度以降は国による経済対策

の影響で増えています。平成 24 年度からは元利償還金の 70％が交付税措置される合併特

例事業債の償還額が増えた影響で、さらに増えています。ただし、普通交付税そのものの

増加を意味するわけではありませんので注意が必要です。平成 26年度普通交付税の決定に

おいて、ほとんどの市町村で前年度比マイナスになっており、国全体では普通交付税が減

っています。 

平成 27 年度以降は、合併算定替による増加分が段階的に縮小され、平成 32 年度からは

一本算定へと移行します。つまり、合併算定替による増加分（約 5 億円）が減っていき、

平成 32年度には完全になくなります。平成 26年度と平成 32年度を比較すると、7億 6千

万円減少しますが、この減少が町財政に与える影響は非常に大きいと考えています。歳入

の半分以上を地方交付税に頼る状況が、今後も続くと見込んでいます。 
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※ 表中、「辺地債」は辺地対策事業債、「合併債」は合併特例事業債、「その他」は、臨時

財政対策債や災害復旧事業債、緊急防災・減災事業債等の合計です。「比率」は歳入全

体に占める町債の割合を示しています。 

  

辺地対策事業債は、元利償還金の 80％が交付税措置される非常に有利な起債であり、合

併前から引き続き、平成 17年度以降も積極的に借り入れています。しかし、辺地対策事業

債は、町中心部から離れた辺地地域（大日向、余地、八郡、馬越等）の事業しか使えませ

ん。辺地地域の道路が徐々に整備されつつある状況を踏まえ、今後大きな増減はないと見

込んでいます。 

 合併特例事業債は、元利償還金の 70％が交付税措置される非常に有利な起債であり、平

成の大合併を経験した市町村のみが合併してから 15年間借り入れることができます。当町

は、高速道路のアクセス道路等町中心部の道路整備や統合小中学校事業等の財源として借

り入れています。平成 24年度からは統合小中学校の本体工事が開始されたことにより、借

入額が大幅に増えています。平成 27年度には借入限度額に達すると見込んでいるため、平

成 28年度以降借り入れることはできません。 

 臨時財政対策債は、本来普通交付税で措置されるべきお金を、国が財源不足となるため、

その不足額の補てんを市町村が臨時財政対策債を発行することで補うものです。元利償還

金の 100％が交付税措置されます。平成 21 年度までの限定的な制度とされていましたが、

現在も続いており、今後も続くと見込まれています。 

 平成 28年度以降は、合併特例債を使うことができなくなるため、町債の借入額は大幅に

減っていくと見込んでいます。しかし、今後様々な事業を実施していくためには、交付税

措置の少ない町債を選択しなければならなくなる可能性があります。 
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（３）歳出決算額の実績と今後の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 義務的経費は、歳出のうち容易に削減できない硬直性の高い経費のことで、人件費、扶

助費、公債費の合計です。「比率」は歳出全体に占める義務的経費の割合を示していま

す。 

  

人件費は、平成 17年度以降、職員数の適正化や給与等削減により減少しています。平成

27年度以降は、事業の選択と集中を行うことで職員数の削減を検討し、人件費の削減を見

込んでいます。平成 26年度と平成 32年度を比較すると、8千万円の減となっています。 

 扶助費は、児童手当や福祉医療費、障がい者・高齢者対策に要する経費です。制度充実

に伴う障がい者福祉サービス費や福祉医療費の増、子ども手当の創設により平成 17年度以

降は増加傾向にあります。平成 27年度以降は、町全体では社会保障費の増加が見込まれま

すが、扶助費には国民健康保険の医療費や介護サービス費は含まれておらず、子どもの人

数は減少傾向であるため、扶助費は微増傾向と見込んでいます。 

 公債費は、積極的に繰上償還を実施することにより町債残高の縮減に努めています。平

成 24年度以降は、合併特例事業債の返済が本格化しているため増加傾向にあります。繰上

償還の継続実施と町債借入額の減少により、公債費は減少していくと見込んでいます。 

 歳出全体に占める割合は、40～45％と高い比率で推移していくと見込んでいます。 
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※ 繰出金は、特別会計に対して支出する経費を言います。当町では、主なものとして、国

民健康保険特別会計、介護保険特別会計、農業集落排水事業特別会計、住宅地造成事業

特別会計、老人保健施設特別会計、索道事業特別会計、後期高齢者医療特別会計、南佐

久環境衛生組合等に支出しています。「比率」は歳出全体に占める繰出金の割合を示し

ています。 

  

介護給付費の増や医療給付費の増による介護保険特別会計や後期高齢者医療特別会計へ

の繰出金が増加傾向であることに加え、国民健康保険税の急激な上昇を抑えるための国民

健康保険特別会計への貸付金、老人保健施設特別会計への貸付金の増により、繰出金は増

加傾向です。平成 27年度以降は、国民健康保険特別会計への貸付金が徐々に減っていくと

見込んでいるため、繰出金全体では微減傾向です。しかし、医療福祉の充実に対する住民

ニーズの高まりにより、繰出金は高い水準で推移していくと見込んでいます。 

繰出金が歳出全体の 20％を越える状況が続き、一般会計の健全化が損なわれる可能性が

あることから、特別会計における財政健全化を併せて行っていく必要があります。 
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※ 「その他」はその他経費のことで、臨時職員賃金や消耗品、施設管理委託料等の物件費、

施設等の維持に係る維持補修費、一部事務組合への負担金や各種補助金に係る補助費

等、積立金や貸付金等、これらの合計です。 

 

 「その他」の中で物件費は、平成 27年度以降、職員数減に伴う臨時職員の増や公共施設

等の老朽化による維持管理経費の増加を見込んでいるため、物件費は増加傾向にあると見

込んでいます。補助費等は減要因が見つからないため、ほぼ同額で推移していくと見込ん

でいます。繰出金や積立金は減少傾向であるため、その他経費全体では微減傾向と推計し

ています。 
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※ 「投資的経費」とは、その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして

将来に残るものに支出される経費を言います。具体的には、道路・橋梁や水路の改良事

業、建物の新築・改築、車両等の購入、災害復旧事業などがあります。「比率」は歳出

全体に占める投資的経費の割合を示しています。 

  

平成 19 年度以降は、国の経済対策があったため増加し、平成 24 年度以降は統合小中学

校の本体工事が本格化したことにより、大幅に増えています。また、投資的経費に充てら

れている一般財源は、24ページの表にあるとおり、毎年 3億円から 4億円となっています。 

 平成 27 年度以降は、平成 25 年度に作成した町の実施計画に計上されているハードに係

る事業費に基づき、充当される一般財源が 3 億円であると見込み、投資的経費を推計して

います。この投資的経費の中には、毎年地元要望等に基づき実施する、道路や水路等の改

良工事を含めていますが、小中学校の跡地利用や老朽化した公共施設等の更新、役場庁舎

の改修または統合等の事業は含めていません。合併以降最も事業費が少なかった平成 17年

度並みの事業を実施する場合は、新たな財源が毎年約 2億円必要となります。 

  

投資的経費により形成された資産は将来世代に引き継がれる財産ですが、将来その維持

管理に多くの費用が必要となります。従って、実施にあたっては、負債（将来世代の負担）

と純資産（過去及び現役世代の負担）のバランスや将来の維持管理経費を踏まえた、中長

期的な戦略が必要です。 

地域雇用の創出や地域経済に連動する投資的経費は、中長期的な視点に立ち、優先度や

必要性等を考慮しながら、計画的に実施していく必要があります。 
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（４）基金の実績と今後の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当町では平成 17年度以降、町債残高を縮減し健全な財政運営を行うため、減債基金を活

用し町債の繰上償還を積極的に行っています。平成 17年度、平成 19年度から 21年度まで

及び平成 24年度において、利率の高い町債や臨時財政対策債の繰上償還の財源として、減

債基金から繰り入れを行っています。 

 平成 25年度から 26年度は、統合小中学校事業に係る本体工事が本格化したことにより、

公共施設等整備基金からの繰り入れを行っています。 

 平成 27年度以降は、引き続き町債残高を縮減し健全な財政運営を行っていくため、減債

基金からの繰入金（臨時財政対策債の繰上償還の財源として）を見込んでいます。平成 27

年度から 35 年度までの 9 年間で、約 56 億円の基金繰入金を見込んでおり、内減債基金が

約 25億円、その他の基金が約 31億円です。 

平成 24年度までは合併算定替による財政上の特例措置もあり、毎年 5億円を越える基金

積立が可能でしたが、平成 27 年度以降は難しくなると見込んでいます。平成 27 年度以降

は、臨時財政対策債の繰上償還を平成 35年度まで毎年行うため、計画的な減債基金への積

立を見込んでいます。 
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※ 「財調基金」は財政調整基金、「公共基金」は公共施設等整備基金のことです。 

※ 「普通全体」は普通会計内の基金の合計で、表中 3 つの基金に地域振興基金や別荘施

設維持基金等を合計したものです。 

  

財政調整基金の適正規模は、過去において連続して実質単年度収支が赤字となった年の

累計額と災害等必要額を考慮し、約 12億円としており、この水準は最低限確保しなければ

ならないと考えています。 

 平成 17年度以降は、自立計画及び集中改革プランによる取り組みや合併算定替による財

政上の特例措置があったため、将来の財政需要に備え順調に基金を増やすことができまし

た。平成 25年度末現在、財政調整基金は約 11億円増の 22億 7千 5百万円、公共施設等整

備基金は約 22億円増の 27億 9千 1百万円となっています。 

 平成 27 年度以降ですが、財源不足と見込まれる分について、平成 29 年度までは財政調

整基金からの繰入金を、平成 30年度からは公共施設等整備基金からの繰入金を見込んでい

ます。減債基金は、臨時財政対策債の繰上償還を実施するため、平成 35年度まで毎年約 3

億円ずつ取り崩すことを見込んでいます。 

 平成 35 年度には減債基金がなくなり、このペースで進むと公共施設等整備基金も平成

37年度にはなくなってしまうと推計されます。 

 なお、地域振興基金ですが、これは合併した市町村が、地域住民の連携又は地域振興の

ために、合併特例事業債を財源として設けられた基金です。当町の地域振興基金残高は約

10億円ですが、この基金の有効的な活用方法を検討していかなければなりません。 
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（５）町債の実績と今後の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「借入額」及び「元金償還」は、各年度における借入額及び元金償還金のことです。 

※ 「町債残高」は、各年度末の普通会計における町債残高のことです。 

  

借入額が元金償還金を上回なければ、町債残高は減少していきます。平成 17年度以降町

債残高の圧縮に努めてきましたが、統合小中学校整備事業が始まった平成 22年度以降は借

入額が元金償還金を上回っており、町債残高は増加しています。 

 平成 28年度以降は、合併特例事業債を借り入れることができなくなるため、町債残高は

急激に減っていくと見込んでいます。 

 町債残高のピークは平成 26年度の 92億 2千万円で、元金償還金のピークは平成 27年度

の 16億 7百万円と推計しています。 

 

 

 

 

 


